
令和 5 年度 第 3 回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会 会議次第 

 

日 時  令和 5 年 12 月 10 日（日） １０時～１２時 

会 場  日本民家園 園内、旧原家住宅 

 

1 開会 

  ・園長挨拶 

  ・会議成立の確認 

  ・配布資料確認 

 

2 園内視察 

(1) 井岡家（今年度耐震補強工事入札、R6、7 年度工事） 

(2) 佐々木家井戸（今年度屋根葺替設計、R6、7 度工事） 

(3) 佐々木家～山下家（今年度園路、給水配管整備工事） 

(4) 野原家（今年度屋根葺替その他設計、来年度工事） 

(5) 作田家（耐震工事 3 年計画 2 年目） 

(6) 北村家（今年度屋根葺替その他設計、R6、7 年度工事） 

(7) 小泉家便所（今年度屋根葺替設計、R6、7 年度工事） 

(8) 伊藤家（今年度屋根葺替工事） 

(9) 蚕影山祠堂（今年度屋根差茅工事） 

(10) 船頭小屋（今年度屋根葺替設計、R6、7 年度工事） 

 

3 議事 

  川崎市立日本民家園運営基本方針について 

 

4 報告事項 

（1） 秋の入園者数について 

（2） 緑化フェア、市制 100 周年について 

 

5 今後の予定 

    令和 6 年 3 月 第 4 回部会 令和 5 年度事業評価 

 

6 閉会 

 

【配布物】 

 ・日本民家園展示建造物耐震補強･屋根修理工事実施および計画表 

 ・川崎市立日本民家園運営基本方針（案） 



日本民家園　展示建造物耐震補強･屋根修理工事　実施および計画表
別紙

23 24 25 26 27 28 29 30 31 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

国庫 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県補助 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 4 2 3 2 2 3 4 6 2 6 9 9 6 7 5 4 5 5 6 6 5 4 5 3

診断 2 2 0 0 0 0 0 0 3 0 2 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0

国： 8 委員会 2 3 1 2 1 0 1 1 3 1 2 1 0 0 2 3 2 3 2 3 1 2 1 2 1

国(有形民俗):1 設計 0 1 1 2 1 0 1 1 0 1 1 3 3 0 3 2 2 2 2 3 1 1 1 1 1

県：10 申請･発注 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 1 1 0 0 1 0 2 0 2 0 1 0 1

市： 6 報告書 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 2 2 1 1 1 0 1 0 0 1 1 0 2 0

工事 0 1 1 1 1 2 2 2 1 1 2 3 3 4 3 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1

工事のうち茅葺 0 1 0 0 1 1 2 1 1 1 1 3 3 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0

1 県　重要文化財 診 設 工 工 報 (設) 屋 茅

2 県　重要文化財 診 設 設 入札
不調 工 工･屋 報 板

3 県　重要文化財 診 設 設 工 工･屋
（屋）

応急修理
報 報 設(実) 申 3 茅

4 重要文化財 診 設 設 申
入札不調

工 工･屋 報 報
↑緑枠：県補助事業

茅

5 県　重要文化財 屋 診 設(実) 申 工･屋 工･屋 報 5 茅

6 県　重要文化財 診 設 申 工 工 報 瓦

7 県　重要文化財 診 工･屋 報 4 茅

8 重要文化財 診 設(基･実) 申 申 工･屋 報 報 茅

9 国重要有形民俗文化財
↑黄枠：国補助事業

工 工 報 瓦

10 重要文化財 屋 (設) (工)･屋 5 茅

11 重要文化財   H31（屋）応急修理→ 診 申 4 茅

12 県　重要文化財 屋
↑民具保存小屋設計･建設

設 申 工 工 報 茅

13 県　重要文化財 (設) 2 茅

14 重要文化財
（屋）

応急修理 (設) (工)･屋 1 茅

15 県　重要文化財 設･屋 診 設 設 申 茅

16 県　重要文化財 屋 診 設 設 申 工 工 茅

17 重要文化財
（屋）

応急修理
3 茅

18 重要文化財
（屋）

応急修理 (設) 診 設 茅

19 市　重要有形記念物 瓦

- 市　重要有形記念物 屋 (設) 屋 茅

- 市　重要有形記念物 屋 茅

- 市　重要有形記念物 (屋) ←軽易工事 杉皮

- 市　重要有形記念物 (設) 屋 茅

- 市　重要有形記念物 (設) 杉皮

- 市　重要有形記念物 瓦
　

診 ･･･耐震診断 申 工 ･･･耐震補強工事 (工)  ･･･耐震補強を伴わない工事 屋 報 ○･･･

設(実)

202309
･･･茅葺屋根工事
　（差茅含む）

･･･耐震補強報告書刊行

沖永良部の高倉
船頭小屋･小泉家便所･佐々木家井戸

旧清宮家住宅

旧広瀬家住宅

旧工藤家住宅　　 (設) (工)･屋

旧伊藤家住宅

診 設(実) 設(実) 申

診

屋
原家

　　　　　･･･耐震設計
　　　　　　基:基本､実:実施、

(設)  ･･･耐震補強を伴わない設計 ･･･積算･申請･発注準備

佐地家供待

蚕影山祠堂
水車小屋

木小屋

(工)･屋

旧岩澤家住宅

旧野原家住宅 申 (工)･屋

旧北村家住宅　　 (工)･屋

旧作田家住宅　　 工･屋

旧船越の舞台

旧佐々木家住宅　

旧江向家住宅　 設(実) 設(実) 工･屋 工･屋

旧菅原家住宅 設(実)

旧井岡家住宅

旧山田家住宅 設(実) 設(実) 申

屋根葺替
優先順

↓

茸
材
 
→

旧鈴木家住宅

旧三澤家住宅

旧太田家住宅　　

旧山下家住宅 設(実) 工･屋 報

日本民家園古民家補修事業費
日本民家園総合防災整備事業費

2025

内
　
訳

　
　
耐
震
予
定
順

文化財
指定区分

年　  度

西　  暦

補助事業

事
 
業
 
数

計
(委員会を除く)

・工事の順番は、屋根の破損状況や災害被害等によって変更となる場合がある。
・委員会(日本民家園古民家等耐震委員会)は、耐震診断及び耐震設計の際に開催される。

・・・｢耐震診断結果に応じ判断するもの｣

設

日本民家園古民家等耐震委
員会(2013)において、構造
補強優先順位が決定した。

屋



川崎市立日本民家園

令和５年度　主な工事等について

202305

小泉家便所

井戸

本館

旧原家

旧佐地家

奥門

奥門券売所

木小屋

警備本部

←工芸館

○旧鈴木家

○旧井岡家

○旧三澤家

水車
小屋

●旧江向家

○旧山田家

○旧野原家

○旧山下家

●旧作田家

○旧広瀬家

●旧北村家

●旧太田家

○旧岩澤家

●旧伊藤家

○旧菅原家

●旧工藤家

文化財指定区分(件数)

●･･国指定重要文化財(７)

○･･県指定重要文化財(８)

●'･･国指定重要有形文化財(１)

●'旧船越の舞台

高倉

○旧清宮家

船頭小屋

焼損部材格納庫

無･･市重要歴史記念物(７)

●旧佐々木家

蚕影山祠堂

旧江向家
旧山田家 旧作田家

旧伊藤家住宅

Ａ
旧井岡家住宅

園路・排水整備工事

ＣＡ旧井岡家

屋根葺替修理その他工事

Ｄ

ＢＢ

園路・排水整備工事

Ｅ

Ｂ

旧作田家住宅耐震補強工事

Ｃ

Ｂ

Ｆ

Ｂ

Ｄ

旧太田家④

旧佐々木家住宅

沖永良部の高倉屋根葺替その他工事

耐震その他工事
旧太田家住宅

↑トイレ･倉庫：解体撤去済

⑦

①

⑧

⑰
⑮

⑨

⑪

⑤
⑩

⑫⑯

⑨⑪

⑥
⑥

⑮

⑪

⑬

⑰

⑧

⑭

⑨

④

②⑪

耐震診断 基本設計⇒ ⇒ ⇒ ⇒発注準備

地盤調査
構造解析
補強提案書作成
耐震委員会
評定取得

構造解析

耐震委員会

詳細調査

耐震委員会
評定取得

詳細設計
構造解析
補強方法決定

工事発注用内訳作成
事業費精査･積算
補助対象額決定
補助ﾋｱﾘﾝｸﾞ(国･県)
補助金申請

工　事

構造補強
基礎工事

修理工事
　屋根葺替
　腐朽部分の修繕等

⇒ 耐震化完了実施設計

補強案決定

展示古民家耐震化の流れ

１年度目 ２年度目 ３年度目 ４年度目 ５～７年度目

１ 旧鈴木家(H27年度完了)

２ 旧三澤家(H29年度完了)

３ 旧山下家(R01年度完了)

４ 旧太田家(R04年度完了)

４

３

２

１

（旧工藤家）

（旧山下家周辺）

耐震補強工事

設計

工事

Ｂ
Ａ

環境維持管理等

消防設備等

小破修繕(随時)

消防設備点検・維持補修(6月･11月)
総合防災設備(監視ｶﾒﾗ)点検・維持補修(11月)
旧三澤家住宅免震装置定期点検(2月)

Ｒ５(2023)年度 予定

旧作田家住宅耐震その他工事(R4.12～R6)Ｃ

旧井岡家住宅耐震補強工事(工事入札まで)
旧北村家住宅他４棟屋根葺替修理その他設計

　屋根部分修理
　消防設備修理

旧伊藤家住宅･蚕影山屋根葺替修理その他工事Ｄ

園路・排水整備工事（工藤家？未定）
園路・排水整備工事（山下門～旧野原家）

Ｅ
Ｆ

↑(R4.12～R5.6？)

↑(R5.4～12)

支障樹木管理→指定管理により継続実施

　給水管修理　他

Ｃ

Ｆ

↑(北村家･野原家･船頭小屋
　･佐々木家井戸･小泉家便所)

シロアリ調査・駆除

旧作田家住宅耐震その他工事(R4.12～R6)

園路・排水整備工事（山下門～旧野原家）
↑(R4.12～R5.6？)

設計

工事

旧井岡家住宅耐震補強設計

旧工藤家住宅外構整備設計

⑦ 園路・排水整備工事（旧佐々木家）(～R4.6)
旧佐々木家石置屋根修理工事(R4.12～R5.3)
沖永良部の高倉屋根葺替(R4.11～R5.3)

Ｒ４(2022)年度 実施

①
②
③

④ 旧太田家住宅耐震その他工事(～R4.11)

⑤
⑥

旧伊藤家住宅屋根葺替修理その他設計

小破修繕

消防設備等

環境維持管理等

⑨　本館・山下家･佐治家門建具類補修
⑩　分岐盤格納庫覆屋更新
⑪　屋根補修：山下家･伊藤家･江向家･広瀬家
⑫　野原家畳表替
⑬　江向家床梁補修
⑭　本館電話機交換
⑮　水車樋･板壁他補修
⑯　野原家水道管補修

⑰　旧三澤家住宅免震装置定期点検(2月)
　　総合防災設備(監視ｶﾒﾗ)点検・維持補修(11･3月
　　消防設備点検・維持補修(6月･11月)

支障樹木管理(岩澤家･伊藤家･佐々木家周辺)
シロアリ調査(園内60カ所)

⑧　非常電源装置交換(本館･警備本部)

施工範囲未定↓

↑工事中

工事入札準備中↑

←工事継続

↑工事中

石置屋根修理工事

設 備 等

・本館：ｷｭｰﾋﾞｸﾙ･空調設備･消防設備･通信機器･監視ｶﾒﾗ
・管理施設(立哨小屋･屋外便所3棟･伝統工芸館)：
  　　　　空調設備･換気扇･照明器具･電気配線･ﾌﾞﾚｰｶｰ
・園内全域：電気分岐盤･幹線、給水配管･バルブ

（事業年度案　R5：計画･見積、R6：設計、R7～8:工事）

（更新年限超過のため、早急な対応が必要）



川崎市立日本民家園

運営基本方針

令和 6（2024）年 3月

川崎市立日本民家園
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1

１　策定の目的

1　策定の目的
　川崎市立日本民家園（以下「日本民家園」という。）は、高度経済成長期、急速に姿を消

しつつあった文化財建造物を後世に伝えるとともに、地方出身者が多かった川崎市において

市民共通の「ふるさと」創出を目的に昭和 42（1�6�）年に開園しました。25の文化財建

造物を移築復原するとともに、民俗資料や石造物の展示、年中行事や伝統芸能公演を実施し、

訪れた人が日本の伝統的生活文化にふれることのできる博物館活動を行ってきました。

　一方、開園後 50年以上が経過し、設備の老朽化が進行しているほか、博物館や文化財を

めぐる社会状況も大きく変化しました。昭和 56（1��1）年の国連による「国際障害者年」

指定は、日本でバリアフリーの考え方が拡がる大きなきっかけとなりました。平成 �（1��5）

年の阪神・淡路大震災は文化財の地震対策について、平成 �1（201�）年 4月のフランス・

ノートルダム大聖堂の火災は文化財の火災対策について、見直しが進む大きなきっかけとな

りました。平成 1�（2006）年の観光立国推進基本法制定、そして平成 25（201�）年に開

催が決定した東京オリンピックはインバウンド対応が促進される大きなきっかけとなりまし

た。さらに、令和 2（2020）年から拡大した新型コロナウイルス感染症の流行は公共施設

の公開についても大きな影響を及ぼし、資料のデジタルアーカイブやインターネット等を活

用した非来園型サービスの提供など、新しい取組が求められるきっかけともなりました。こ

うした社会状況を踏まえ、国も平成 �0（201�）年に成立した改正文化財保護法で文化財を

活用しながら保存する方向へと大きく舵を切り、さらには令和 4（2022）年の博物館法改

正で地域との連携により文化観光等地域の活力向上への貢献が博物館の事業として位置付け

られることになりました。

　日本民家園は、開園当初想定されていなかったこうした社会状況や文化財に対する考え方

の変化を踏まえ、将来にわたる活動の軸を定めるため「川崎市立日本民家園運営基本方針（以

下「民家園方針」という。）」を策定します。
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2　策定の背景
　日本民家園は博物館としては博物館法（昭和 26年法律第 2�5 号）、文化財保存活用施設

としては文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）に則って運営しています。今回の策定

作業は、これら 2つの法令の要請により行うものです。

　（1）博物館法
　文部省（当時）は博物館法第 �条「文部大臣は、博物館の健全な発達を図るために、

博物館の設置及び運営上望ましい基準を定め、これを公表するものとする。」に基づき、

昭和 4�（1���）年に「公立博物館の設置及び運営に関する基準」（文部省告示第 164 号）

を定めました。これは高度成長期、文化財保護の機運向上に伴い地方公共団体が博物館建

設を進めたことに合わせて出されたもので、施設及び設備、学芸員配置数、博物館資料等

の基準を示し、公立博物館の水準の維持・向上を図りました。この基準はその後、博物館

に求められる機能が単なる収蔵や展示から、調査研究、教育普及、参加体験型活動など大

きく変化したことから、利用者のニーズの多様化・高度化、博物館の運営環境の変化など

を踏まえ、平成 2�（2011）年に現行の「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」に改

正されました（文部科学省告示第 165 号）。この新たな基準には次のように定められてい

ます。「博物館は、その設置の目的を踏まえ、資料の収集・保管・展示、調査研究、教育

普及活動等の実施に関する基本的な運営の方針（以下「運営基本方針」という。）を策定し、

公表するよう努めるものとする。」（第 �条）。民家園方針はこの趣旨を踏まえて策定する

ものです。

　なお、博物館法は令和 4（2022）年に一部改正されました（博物館法の一部を改正す

る法律〔令和 4年法律第 24号〕）。これにより博物館の登録制度が変わり、すでに登録博

物館となっている館も再登録が必要となりました（猶予期間 5年）。登録に当たっては、

博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が基準に

適合するものであることを証する書類の添付が求められることになりました（第 12条）。

これは具体的には博物館運営の基本的方針を示した書類ということになり、この点からも

民家園方針の策定が不可欠となります。

　（2）文化財保護法
　文部科学省は平成 �0（201�）年に文化財保護法を一部改正し、地域における文化財の

総合的な保存・活用を進めるため、都道府県においては文化財保存活用大綱、市町村にお

いては文化財保存活用地域計画を作成するものとしました（第 1�� 条の �）。この文化財

保存活用地域計画とは、当該市町村における文化財の保存・活用に関する基本的な方針を

示したマスタープラン、かつ、具体的な取組を示したアクションプランであり、保存・活

用に関する課題や方針、推進体制等の記載が求められています。本市ではこうした同法の
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改正に先立ち、平成 26（2014）年 3月に「川崎市文化財保護活用計画」を策定し、文

化財の保護活用によるまちづくりを推進してきましたが、計画が改定時期を迎える令和

6（2024）年 3月に「川崎市文化財保存活用地域計画」を策定することになっています。

民家園方針はこれに合わせ、整合を図りながら策定します。

図版
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3　施設の概要
　（1）施設の特長

　日本民家園は約 �万㎡の敷地に 25の文化財建造物を展示公開しています。建築的特徴

を比較できるよう、これらの建造物を旧所在地のエリアごとに配置するとともに、移築と

同時に収集した各家庭や地域で使用、保管されていた生活用具・石造物なども併せて配置

し、民家で営まれていた暮らしを体感できる展示となっています。

　文化財保存活用施設として特筆すべきは、主たる展示物、すなわち移築復原した建造物

の全てが文化財指定を受けていることです。国指定重要文化財 �件、国指定重要有形民

俗文化財 1件、神奈川県指定重要文化財 10件、川崎市重要歴史記念物 �件となっており、

建造物以外でも蚕影山祠堂関係資料が川崎市地域文化財として顕彰対象となっています。

　施設としてはこのほか、常設展示室と企画展示室のある本館、藍染めを体験できる伝統

工芸館があり、様々な角度から日本の伝統的な建築と暮らしについて学ぶことができます。

　（2）多彩な活動
　昔話や伝統芸能の公演、わら細工や竹細工のワークショップ、夜間公開など、多彩な催

しも日本民家園の特色です。こうした活動は昔ながらの手仕事を伝承するグループ、囲炉

裏に火を入れながら案内と解説を行うボランティア、いくつもの語りの会など多くの市民

に支えられており、生活者である市民の活動が文化財建造物に暮らしの息吹を吹き込んで

います。

　一般の博物館では体感できないこうした展示環境は多くの外国人も惹き付けています。

外国人利用者数は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で一時減少しましたが長期的には

増加傾向にあり、フランスでミシュランと並ぶ旅行ガイドである『Guide	Bleu』で三つ星

認定（平成 2�（2015）年）を受けたほか、イギリスの口コミサイト『トリップアドバイ

ザー』で 5年連続エクセレンス認証（平成 26（2014）年～ �0（201�）年）を獲得する

など海外でも高い評価を得ています。

　（3）運営体制
　生田緑地の一体的管理に伴い、平成 25（201�）年度から一部の業務において指定管理

者制度を導入しています。受付や広報等施設管理業務については、かわさき宙と緑の科学

館（川崎市青少年科学館）、川崎市岡本太郎美術館及び緑地全体を含めて指定管理者が担い、

文化財建造物の管理・補修、収蔵資料の保存・展示・調査研究、学習講座等学芸業務及び

全体の統括業務については川崎市が担っています。

　ここ 10年間の年間入園者数は、新型コロナウイルス感染症の影響が拡大するまでは �

万人から 12万人の間で推移してきました。
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4　目指す博物館像と基本方針
　（1）目指す博物館像

　施設の特性を踏まえ、日本民家園が目指す �つの博物館像を定めます。

　　ア　伝える博物館
　文化財と伝統文化を次の世代へ確実に伝える博物館づくりを進めます。

　そのために、デジタル技術も活用して子どもや外国人にも理解しやすい展示、普及活

動を実施します。

　　イ　安全・安心な博物館
　利用者にとっても文化財にとっても安全・安心な、快適で居心地の良い博物館づくり

を進めます。

　そのために、自然と景観に配慮しながら施設や設備、植栽の整備を実施します。

　　ウ　人の中心にある博物館
　文化財を通して多様な主体が集まる開かれた博物館づくりを進めます。

　そのために、市民、学校、研究機関、民間企業、市役所の関係部署等と連携、協働を

進めます。

　（2）基本方針
　日本民家園が目指す �つの博物館像を統合する運営原則として、次のとおり基本方針

を定めます。
　

　　　　「日本のふるさとを未来へ伝える」

　日本民家園は、地方出身者が多かった川崎市において市民共通の「ふるさと」創出を目

的に出発しました。伝統的な暮らしになじみのない世代や外国人利用者が増えつつある今、

わが国の伝統的生活文化を体感できる場、すなわち「日本のふるさと」を伝える場として

新たな価値を持ち始めています。

　日本民家園は、この「日本のふるさと」を未来へ確実に手渡していきます。
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5　活動方針
　基本方針実現のため、目指す博物館像に基づき活動方針を定めます。

　（1）伝える博物館
　　ア　収集・保存方針

　日本民家園の主な収蔵品は民家をはじめとする文化財建造物であり、それに関連する

民俗資料及び建築史資料です。これらの保存、継承を全ての業務の根幹と位置付けます。

　　　（ア）文化財建造物の継続的維持

　日本民家園は文化財建造物の文化財としての価値を損なわないよう各構成部材と在

来工法を継承するとともに、学術的調査をもとに建立当初の形式を復原してきました。

今後も継続的な保存修理により後世に引き継ぎます。

　　　（イ）民俗資料及び建築関係資料の収集と保存

　文化財建造物の旧所有者及び旧所在地の民俗資料、及び民家の建築に関わる資料を

収集・保存対象とします。収蔵スペースが十分ではありませんが、旧所有者の資料に

ついては可能な限り収集します。

　　　（ウ）資料保存環境の向上

　文化財建造物の展示環境については、通風、日照、排水等について良好な状態を維

持し、必要に応じて防虫・殺虫処理及び周辺樹木の剪定・伐採等を行います。収蔵庫

に保管されている資料については、温湿度を管理し、定期的に燻蒸処理も行います。

文化財建造物内に展示・保管されている資料については、点検と清掃を繰り返し、陰

干しなど伝統的に行われてきたメンテナンス方法も取り入れながら保存状態を管理し

ます。同時に、より環境の良い保存スペースを確保していきます。

　　イ　調査・研究方針
　日本の家について建築、民俗両面から調査研究活動を行います。同時に、成果を広く

社会に還元します。

　　　（ア）建築についての継続的調査研究

　収蔵している建築史資料について調査研究を進め、目録・調査報告書等を作成する

とともに、文化財建造物の修理、耐震補強についての現場での調査・実践等の知見を

蓄積し、記録を作成します。また、日本の民家建築について広く研究活動を行います。
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　　　（イ）民俗についての継続的調査研究

　収蔵している民俗資料について調査研究を進め、目録・調査報告書等を作成します。

また、暮らしの視点から日本の家をとらえ、移築された文化財建造物の旧所在地や川

崎市域に限ることなく、国内全域を対象として聞き取り等の調査を継続的に実施しま

す。

　　　（ウ）調査研究成果の公開と還元

　調査研究の成果を目に見える形で、なおかつ研究者だけでなく一般の利用者が活用

しやすい形で公開します。作成した目録については電子データ化し、公式サイトで公

開します。同時に、こうした成果を展示・普及活動に反映させ、利用者に還元します。

　　ウ　展示・教育普及方針
　収集・保存活動、調査・研究活動の成果に基づき、日本の伝統的生活文化を伝えるた

めの展示・教育普及活動を行います。教育普及については、対面でのコミュニケーショ

ンを大切にすることで満足度の高い経験を提供します。また、言葉の壁を越えて子ども

や外国人にも理解しやすくするとともに、来園しなくても楽しめるよう、展示、教育普

及、学校連携の各面においてデジタル技術も活用していきます。

　　　（ア）体感を重視した展示

　日本民家園の展示の主体は文化財建造物です。それらを展示会場として扱うのでは

なく、その建造物の資料を、その資料が本来あるべき場所に展示することを基本とし

ます。また、周辺環境も展示の一環と位置付け、園全体を、各文化財建造物が建設さ

れた時代の生活を体感できる展示空間にします。そのため、掲示や人工物が景観を損

なわないよう色彩ガイドラインを設けます。また企画展示室では、日本の建築及び生

活文化への興味の入口となる企画展を定期的に開催します。

　　　（イ）体験を重視した教育普及活動

　文化財建造物を単に会場とするのではなく、昔ながらの空間を活かし、日本の文化

を体験として学ぶことのできる教育普及活動を実施します。実施に当たっては、文化

財を損なわないこと、文化財本来の用途に反しないことを大前提としながら、伝統的

な暮らしになじみのない世代や外国人の受け入れに力を入れます。

　　　（ウ）学校教育のニーズに合わせたプログラム

　学校との連携を進め、ニーズに合わせカリキュラムに沿った体験プログラムを実施

します。また、インターナショナルスクールも積極的に受け入れ、日本の伝統文化を

学ぶ場を提供します。
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　（2）安全・安心な博物館
　　ア　防災方針

　野外博物館において、自然災害に対する備えは極めて重要です。「必ず来る」ことを

前提に、利用者と文化財建造物を守るための対策を進めます。また、民俗資料や建築史

資料等の収蔵資料についても収蔵庫の浸水対策や緊急対応マニュアルの整備等ハード、

ソフト両面から対策を進めます。

　　　（ア）耐震対策の推進

　展示している文化財建造物の内部に利用者が入ることを前提とし、文化庁の指針等

に基づきハード、ソフト両面で耐震対策を進めます。補強に際しては文化財として価

値を損なわないことを最優先し、特に建築時から使用されている部材については最大

限保護します。また、工法についても可逆性のある方法を採用します。

　　　（イ）防火体制の強化

　茅葺屋根の多い日本民家園にとって最も恐ろしいのが火災であり、文化庁の指針等

に基づき防火体制を強化します。総合防災システムの点検と更新、電気火災予防のた

めの点検を行いながら、同時に、警備体制の維持や誘導看板の整備等、ソフト面での

対応も進めます。

　　　（ウ）豪雨対策と排水整備

　文化財建造物周囲は屋根からの雨水で地面がえぐれ、放置すると水が滞留して部材

の腐朽や虫害の原因となります。激甚化する台風や集中豪雨対策の観点からも、景観

に留意しながら園路の排水整備を進めます。また、豪雨に伴う土砂災害については、

過去にも被害が生じていることから、生田緑地整備事務所と連携して十分な対策を進

めます。

　　イ　園内整備方針
　約3万㎡の敷地を良好な状態に保つのは容易なことではありません。職員だけでなく、

ボランティア、警備・清掃スタッフも含めた多くの目で点検する体制を取りながら、必

要な対策を進めます。

　　　（ア）管理通路としての園路の見直し

　災害時の即応性や工事の際の効率性を高めるため、緊急車両や工事車両が各文化財

建造物にアクセスできるよう園路の見直しを進めます。

　　　（イ）バリアフリー化と景観維持の両立
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　バリアフリー化と景観維持を両立させながら園路整備を行います。また、立地的制

約が大きいため、ソフト面での対応を含めた総合的なバリアフリー対応を進めます。

　　　（ウ）施設の長寿命化と利用者受入体制の強化

　施設の長寿命化に向けて計画的に修繕を行っていくとともに、外国人、高齢者、障

害者、子ども連れの方等さまざまな利用者に配慮した施設整備を行います。窓口や園

内おける多言語対応や表示のピクトグラム（絵文字）化、休憩所やトイレ、飲食スペー

スなど利用者用施設の多用途化など受入体制を強化し、施設の利便性・快適性の向上

を図ります。

　　ウ　植栽・植生管理方針
　野外博物館において植栽・植生は非常に重要な要素であり、園内を下記の（ア）（イ）（ウ）

及びそこから外れるエリアに分けて管理します。いずれのエリアについても生田緑地の

植生管理計画と調整を図りながら実施するとともに、特に（ア）（イ）（ウ）から外れる

丘陵の斜面等については生田緑地憲章に配慮し、生田緑地本来の植生を守って里山の再

生に貢献していきます。

　　　（ア）安全のための倒木対策

　文化財建造物の軒先に近い範囲、及び園路上については、倒木や落枝から利用者と

文化財建造物を守ることに重点を置いた植生管理を進めます。特に病害虫による立ち

枯れは放置しておくと非常に危険なため、定期点検を行いながら安全対策を進めます。

　　　（イ）展示としての植生の管理

　文化財建造物の庭先については、（ア）の安全対策と同時に、展示としての視点か

ら植生管理を進めます。各建造物の生活と風土を感じることができるよう、時代と地

域性に配慮しながら植栽を整備します。

　　　（ウ）観光資源としての花木の植樹

　（ア）（イ）から外れた園路沿いのエリアについては、観光の視点も入れながら植生

管理を進めます。花木の植樹を行い、それにより訪れた人が文化財建造物と花の風景

を楽しめるようにします。

　（3）人の中心にある博物館
　　ア　運営方針

　博物館としての主体性を維持しながら、指定管理者やボランティア及び地域等と協働

して運営を進めます。
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５　活動方針

　　　（ア）市と指定管理者との協働による運営

　指定管理者と協働し、構成企業が培ってきたネットワークや発信力等、民間ならで

はの強みを活かし、運営体制を強化します。

　　　（イ）ボランティア、市民活動団体との協働

　ボランティアである炉端の会、民具の製作技術を伝承する民具製作技術保存会と協

働を進めます。両者とも利用者と最も身近に接する立場であり、その知識と技術を対

面で伝えてもらうことで、満足度の高い経験と印象深い時間を提供するとともに、参

加する市民にとっても生きがいを生み出す博物館づくりを進めます。また、民話の語

りの団体や民俗芸能保存団体とも協働し、こうした伝統文化が生活の中で息づいてい

た時代への理解を深めるとともに、無形の民俗文化財の保存継承にも貢献します。

　　　（ウ）生田緑地マネジメント会議との協働

　生田緑地では多様な主体の協働のプラットフォームとして生田緑地マネジメント会

議を設置し、管理運営を行っています。そのメンバーとして、他の構成団体や各分野

の専門家、またマネジメント会議の下部会議である生田緑地自然環境保全管理会議と

協働しながら、生田緑地の魅力向上及び登戸・向ケ丘遊園地区の活性化に貢献します。

　　イ　事業連携方針
　文化財建造物の野外博物館という特色を活かし、運営の活性化を図るため、多様な主

体と事業連携を進めます。

　　　（ア）生田緑地各施設との連携

　かわさき宙と緑の科学館、岡本太郎美術館、藤子・F・不二雄ミュージアム、及び

現在計画が進められている新たなミュージアム等生田緑地内の施設と連携して回遊性

向上を図るとともに、それぞれの入館者をターゲットに新たな利用者層の掘り起こし

を進めます。また、こうして人の流れを生み出すことで地域の活性化にも貢献します。

　　　（イ）文化財建造物の旧所在地との連携

　日本民家園の特色の一つは特定の地域に限定せず、広く日本各地から文化財建造物

を移築復原していることです。そうした特色を活かし、建物だけでなく、それらを生

み出した文化や風土を伝えるため、旧所在地の自治体や観光協会、芸能団体等と連携

して事業を行います。

　　　（ウ）大学、建築団体、研究機関との連携

　多摩区 3大学（専修大学、明治大学、日本女子大学）のほか、建築系学部を持つ大学、
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５　活動方針

地域の建設業組合や伝統建築の技能団体等と連携します。実習や実技講習の受入のほ

か、文化財の保存や防災に関する研究に協力し、伝統的建築技術の維持・継承及び文

化財をめぐる研究レベルの向上に資するとともに、その成果を日本民家園の文化財の

維持管理に役立てていきます。

　　ウ　広報方針
　市役所の関連部署と連携しながら、市内外だけでなく海外に向けた広報にも力を入れ

ます。施設の特色を最大限活かし、本市の魅力発信の拠点のひとつとして日本民家園な

らではの情報発信を進めます。

　　　（ア）観光拠点化に向けた広報

　本市の観光拠点として生田緑地の各施設と連携した一体的広報を進めるとともに、

指定管理者構成企業のネットワークを活かしながら広報の拡充を進めます。さらに、

市関連部署と連携し、在住外国人・訪日外国人に向けた広報に力を入れます。広報手

段についてはインターネットを最大限活用し、タイムラグを抑えた即時性のある情報

発信を行います。

　　　（イ）伝統的建築技術に関する情報発信

　日本の伝統建築工匠の技はユネスコの無形文化遺産に登録されました。日本民家園

は保存団体に指定されているわけではありませんが、そうした技術を生きた形で見ら

れる場として情報発信を行います。また、歴史ある野外博物館として、類似建造物の

所有者や研究者に向け、保存対策や防災対策についても情報を発信します。

　　　（ウ）持続可能な暮らしについての情報発信

　日本の民家は地産地消と資源の循環を基本とした暮らしの上に成り立っていまし

た。自然環境保護の観点から、里山で営まれたこうした伝統的生活文化について情報

発信します。
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６　進行管理と評価

6　進行管理と評価
　事業運営に当たっては川崎市の総合計画や、川崎市教育委員会が策定する教育プランの実施

計画により進行管理と評価を行っていきます。

　また、日本民家園では「博物館法」第 �条「博物館は、当該博物館の運営状況について評価

を行うとともに、その結果に基づき博物館の運営の改善をはかるため必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。」に基づき、平成 21（200�）年度より事業評価を行っています。川崎

市社会教育委員会議日本民家園専門部会（平成 25（201�）年度までは川崎市立日本民家園協

議会）により外部評価を行うもので、民家園方針に基づいて引き続き単年度目標と中期目標（�

年間）を設定し、評価を行っていきます。
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資料

資料
　（1）策定経過
　　ア　これまでの経過
　　　（ア）　令和 2年度

� 月 2� 日　		第 1 回庁内検討会議

10～ 11月　利用者アンケート実施

11月 20日　第 1回庁内検討ワーキング会議

1月 2�日　		第 2回庁内検討ワーキング会議

�月 16日　		第 2回庁内検討会議（書面会議）

　　　（イ）　令和 3年度

4 ～翌 �月　（株）歴史環境計画研究所に委託しハード面での課題を調査、対策検討

　　　（ウ）　令和 4年度

5 月 21 日　		第 1 回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会にて意見聴取

�月 �1日　		第 2回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会にて意見聴取

�月 26日　		第 4回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会にて中間報告

　　　（エ）　令和 5年度

5 月 2� 日　		第 1 回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会にて意見聴取

6月 �日　　川崎市文化財保護活用計画推進会議にて庁内関係部署に説明

�月 �日　　建設緑政局緑政部みどりの事業調整課に民家園方針案確認依頼

�月 �日　　市民文化局市民文化振興室に民家園方針案確認依頼

�月 �日　　経済労働局観光・地域活力推進部に民家園方針案確認依頼

�月 �日　　炉端の会班長会にて意見聴取

�月 �日　　民具製作技術保存会理事会にて意見聴取

�月 10日　		生田緑地自然環境保全管理会議にて意見聴取

�月 22日　		第 2回川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会にて意見聴取

�月 �1日　		炉端の会一般会員より意見集約

�月 �1日　		民具製作技術保存会一般会員より意見聴取

　　イ　検討・意見聴取に当たった会議
　　　（ア）川崎市立日本民家園運営基本計画の策定に関する庁内検討会議

　庁内関連部署の課長級で構成する検討会議、及び係長級で構成するワーキング会議

で検討を行いまいました。
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資料

　検討会議組織

　　座長　教育委員会事務局生涯学習部長

　　委員　総務企画局都市政策部企画調整課担当課長

　　　　　総務企画局公共施設総合調整室担当課長

　　　　　総務企画局行政改革マネジメント推進室担当課長

　　　　　財政局財政部財政課長

　　　　　市民文化局市民文化振興室担当課長

　　　　　経済労働局産業振興部観光プロモーション推進課長

　　　　　まちづくり局総務部企画課長

　　　　　建設緑政局緑政部生田緑地整備事務所長

　　　　　多摩区役所まちづくり推進部企画課長

　　　　　教育委員会事務局教育政策室担当課長

　　　　　教育委員会事務局生涯学習部文化財課長

　　　　　教育委員会事務局日本民家園長

　　　（イ）川崎市社会教育委員会議日本民家園専門部会

　学識経験者、社会教育・家庭教育関係者、小中学校社会科教育研究会代表者、公募

市民の計 10名を委員とする会議で、それぞれの専門的立場からの意見を聴取し、検

討を行いました。

　令和 2年度委員

　　学識経験者　高橋典子氏（民俗学）シルク博物館副館長

　　　　　　　　近藤光雄氏（建造物保存修理）

　　　　　　　　　　公益財団法人文化財建造物保存技術協会技術監査役

　　　　　　　　大野　敏氏（建築史）横浜国立大学教授

　　　　　　　　菅野和郎氏（博物館学）玉川大学教授

　　学校教育　　佐川昌広氏

　　　　　　　　　　川崎市立小学校社会科教育研究会会長・川崎市立平間小学校長

　　　　　　　　高橋正明氏　川崎市立平中学校長

　　家庭教育　　牧田伸子氏　ＮＰＯ法人ままとんきっず理事

　　社会教育　　柴田　武氏　炉端の会会長

　　市民公募　　佐藤好美氏

　　　　　　　　野口裕美氏

　令和 3年度委員
　　　　　　　（佐川昌広委員、高橋正明委員に代わり）
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　　　　　　　　佐藤俊司氏

　　　　　　　　　　川崎市立小学校社会科教育研究会会長・川崎市立菅生小学校長

　　　　　　　　原田佐由利氏	 川崎市立平中学校長

　令和 4年度委員

　　　　　　　（近藤光雄委員に代わり）

　　　　　　　　野尻孝明氏（建造物保存修理）

　　　　　　　　　　公益財団法人文化財建造物保存技術協会常務理事

　　　　　　　（牧田伸子委員に代わり）

　　　　　　　　長谷川奈央氏　ＮＰＯ法人ままとんきっず会員

　　　　　　　（佐藤好美委員、野口裕美委員に代わり）

　　　　　　　　入江矢代維氏

　　　　　　　　松本不二夫氏

　令和 5年度委員

　　　　　　　（佐藤俊司委員に代わり）

	 	 	 今　広道氏

　　　　　　　　　　川崎市立小学校社会科教育研究会会長・川崎市立中野島小学校長

　　　（ウ）日本民家園協力者会議

　日本民家園のボランティアである炉端の会と、園内で活動する市民活動団体民具製

作技術保存会との代表で構成する会議です。利用者と最も身近に接する立場からの意

見を、日程の都合から別々に聴取しました。

　　　（エ）生田緑地自然環境保全管理会議

　生田緑地マネジメント会議の下部会議であり、緑地の自然環境を市民の財産として

持続可能なものとしていくため、自然環境の保全管理等のあり方について検討を行っ

ています。民家園方針に園内の植栽・植生管理方針が含まれるため、会議を構成する

自然保護団体と学術経験者から意見聴取を行いました。

　会議メンバー

　　特定非営利活動法人かわさき自然調査団

　　生田緑地の雑木林を育てる会

　　生田緑地の谷戸とホトケドジョウを守る会

　　飛森谷戸の自然を守る会

　　国士舘大学文学部史学地理学科　磯谷達宏研究室
　　  明治大学農学部農学科　倉本宣研究室
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　　川崎市青少年科学館

　　生田緑地整備事務所

　　生田緑地共同事業体

　　ウ　アンケート
　　　（ア）概要

　調査期間　　令和2（2020）年10月2日～11月8日（11月3日の無料開園日を含む）

　調査方法	　　奥門に待機し、園内見学後の利用者に記入を依頼

　調査内容　　次頁の通り　なお、回答は単一回答のみとしました。

　サンプル数　401 サンプル

　母集団の規模（年間入園者数）を 12万、許容誤差（サンプルが母集団からずれて

いる可能性を示す指標）を± 5％、信頼レベル（サンプルが許容誤差内に収まってい

る可能性を示す指標）を 95％としたときに計算される必要サンプル数が 382.9 とな

るため、400 サンプルを取得しました。



日本民家園アンケート

今後のサービスの参考とさせていただくため、アンケートにご協力ください

問 1　あなたはこの 1年間に、日本民家園を何回利用しましたか。当てはまるものを 1つだけ選び、

番号に〇をつけてください。

① 1回（今回のみ）　② 2～ 6 回　③ 7～ 11 回　④ 12 回以上（毎月 1回）　⑤この 1年は利用して

いない　⑥これまで利用したことがない

問 2　本日の一番の目的地はどちらですか。当てはまるものを 1つだけ選んでください。

①日本民家園　②プラネタリウム（青少年科学館）　③岡本太郎美術館　④藤子・F・不二雄ミュージ

アム　⑤芝生広場・緑地　⑥その他［　　］

問 3　本日はどなたと一緒ですか。当てはまるものを 1つだけ選んでください。

①パートナーと（カップル、夫婦）　②子どもを含めた家族と　③友人と　④一人で　⑤学校で　⑥

その他［　　］

問 4　ご利用の主な目的は何ですか。当てはまるものを 1つだけ選んでください。

①古民家の見学　②企画展示　③展示解説・民家解説　④昔話の語り　⑤芸能公演　⑥夜間公開　⑦

昔の暮らし・遊び体験　⑧手仕事の見学　⑨わら細工・竹細工・機織りの体験講座　⑩藍染め体験　

⑪そば屋・古民家カフェ　⑫ショップの利用　⑬写真撮影　⑭スケッチ　⑮自然にふれる　⑯その他

［　　］

問 5　問 4の中で、これまで利用したことはないが、今後利用したいものを 1つだけ選び、番号を書

いてください。［　　］

問6　問4で回答した目的に対する満足度をお聞きします。当てはまるものを1つだけ選んでください。

①非常に満足　②やや満足　③普通　④やや不満　⑤非常に不満

問 7　博物館・美術館を利用する際、主にどこから情報を得ますか。当てはまるものを 1つだけ選ん

でください。

①その館の公式サイトや公式ＳＮＳ　②インターネットの博物館美術館情報サイト　③インターネッ

トの口コミサイト　④個人のブログやＳＮＳ　⑤市政だより　⑥ポスター・チラシ　⑦新聞の記事や

展覧会案内　⑧雑誌の記事　⑨テレビのニュースや美術番組　⑩友人や家族からの口コミ　⑪その他

［　　］



問 8　問 7の中で、民家園を利用する直接のきっかけになったものは何ですか。当てはまるものを 1

つだけ選び、番号を書いてください。［　　］

問 9　日本民家園にとって改善が必要だと思うのはどんなことですか。当てはまるものを 1つだけ選

んでください。

①企画展の充実　②古民家内部の展示の充実　③解説パネルの充実　④順路表示の充実　⑤展示解

説・ガイドの充実　⑥芸能公演等イベントの充実　⑦講座・ワークショップの充実　⑧子ども向けの

催し物の充実　⑨外国人向けの催し物の充実　⑩ショップの充実　⑪飲食サービスの充実　⑫ベン

チ・休憩所の充実　⑬植栽の充実　⑭園路の整備　⑮バリアフリー対応の充実　⑯通信環境の整備　

⑰広報・情報発信の充実　⑱その他［　　］

問 10　民家園をこれまで利用してこなかった方にお聞きします。利用しなかった理由は何ですか。当

てはまるものを 1つだけ選んでください。

①知らなかった　②古民家に興味がない　③開催しているイベント・展示に興味がない　④子ども連

れに向かない　⑤高齢者に向かない　⑥上り下りがきつい　⑦暑い、または寒い　⑧遠い、または交

通が不便　⑨その他［　　］

問 11　ここから先はあなたのことについてうかがいます。あなたの年齢を教えてください。

① 10 歳未満　② 10 ～ 19 歳　③ 20 ～ 29 歳　④ 30 ～ 39 歳　⑤ 40 ～ 49 歳　⑥ 50 ～ 59 歳　⑦ 60

～ 69 歳　⑧ 70 ～ 79 歳　⑨ 80 ～ 89 歳　⑩ 90 歳以上

問 12　お住いはどちらですか。

①川崎区　②幸区　③中原区　④高津区　⑤宮前区　⑥多摩区　⑦麻生区　⑧横浜市　⑨東京都　⑩

川崎市・横浜市以外の神奈川県内　⑪神奈川県・東京都以外の道府県［　　］　⑫外国［　　］

問 13　外国人の方にお聞きします。どちらの国の方ですか。［　　］

問 14　あなたの主な仕事等を 1つだけ選んでください。

①小・中学生　②高校生　③大学生・大学院生・短大生・専門学校生　④教職員・研究職　⑤会社員・

公務員・団体職員　⑥自営業・自由業　⑦パート・アルバイト　⑧家事専業　⑨年金生活　⑩その他［　

　］

以上で終わりです。ご協力ありがとうございました。いただいた回答は民家園のサービス改善のため

にのみ活用し、それ以外には使用いたしません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事務局）川崎市立日本民家園　ＴＥＬ　044 － 922 － 2181
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　　　（イ）利用者の属性

　回答者の年齢層は 30代が最も多く、次いで 40代、50代となり、これらだけで計

62.4％を占めています。

　居住地は、川崎市内が全区合わせて 46.6％、横浜市が 13.8％、東京都が 29.7％で、

この 3つのエリアで 90.1％を占めています。その他として、埼玉県と千葉県のほか、

静岡県、大阪府、兵庫県といった遠方からの利用もありました。なお、新型コロナウ

イルス感染症の影響で訪日外国人はいませんでしたが、日本在住の外国人の利用はあ

りました。内訳は、中国 2名、台湾 3名、韓国 1名、フィリピン 3名、アメリカ 4

名、イギリス 2名、スペイン 1名、ベルギー 1名、ドイツ 1名、インド 1名で、計

19名でした。

　職業は「会社員・公務員・団体職員」が 50.4％と半数を占めています。このほか「家

事専業」と「年金生活」という一般的にいう無職の人も計 18.5％と多くなっています。

一方、学生の利用は少なく、小学生から大学院生まで合わせても計 7.6％となってい

ます。

　　　（ウ）利用回数・利用時の人数

　この 1年の利用回数は、1回のみの人が 76.4％と圧倒的に多くなりました。その

一方で、2～ 6回来るリピーターが 20.6％、「7～ 11 回」「12 回以上」という 2カ

月に 1回以上来るヘビーユーザーと言うべき人も 3％いました。

　誰と一緒かという質問に対しては「パートナーと（カップル、夫婦）」が 39.5％ともっ

とも多く、一種のデートコースとして機能していることがうかがえました。続いて「子

どもを含めた家族と」が 32.5％、「友人と」が 15.6％であり、「一人で」の 10.1％に

対して複数での利用が圧倒的に多い傾向を見ることができました。

　　　（エ）目的と今後利用したいもの

　利用者の目的地は日本民家園が 66.0％を占め、2番目である芝生広場・緑地の

14.3％を大きく引き離しました。これは、青少年科学館、岡本太郎美術館、藤子・F・

不二雄ミュージアムを目的として生田緑地を訪れる人が、更に日本民家園に入園する

例はあまり多くないことを示しています。

　次に入園の目的ですが、文化財建造物の見学が 67.6％と圧倒的に多くなっていま

す。これを除くと、次に多いのが「自然にふれる」（11.8％）であり、「そば屋・古

民家カフェ」（10.3％）がそれに続きます。

　今後利用したいものとしては、「そば屋・古民家カフェ」が 23.7％ともっとも多く

なっています。次いで多いのが体験系のものであり、「昔の暮らし・遊び体験」「手仕

事の見学」「わら細工・竹細工・機織りの体験講座」「藍染め体験」の 4つを合わせ

ると 38.8％と大きな割合を占めています。
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　　　（オ）満足度

　満足度は、非常に不満とやや不満が計 1.7％、非常に満足とやや満足が計 90.3％と

なりました。「非常に不満」とした回答者のうち、1名はこれまで利用しなかった理

由として「上り下りがきつい」を上げ、改善が必要な点として「バリアフリー対応の

充実」を上げています。

　　　（カ）情報源

　博物館・美術館を利用する際の主な情報源として、圧倒的に多かったのは「その館

の公式サイトや公式 SNS」（40.3％）でした。これに「インターネットの博物館美術

館情報サイト」「インターネットの口コミサイト」「個人のブログや SNS」を加えると

70.3％となり、7割の人がインターネットから情報を得ていることになります。

　ただし、直接訪れるきっかけとなった情報は「友人や家族からの口コミ」（26.6％）

がもっとも多くなっています。公式サイトや口コミサイト等インターネット情報の合

計は 43.6％と多数を占めますが、腰を上げるきっかけとして周囲の評判という昔な

がらの理由が現在も大きな存在感を持っていることがうかがえます。

　　　（キ）改善・充実への要望

　利用者の要望は多岐に渡っています。単独でもっとも多かったのは「飲食サービ

スの充実」（13.5％）です。内容的に最も多かったのは展示に関することで計 30.4％

でした（「企画展の充実」「文化財建造物内部の展示の充実」「解説パネルの充実」「展

示解説・ガイドの充実」）。次いで、催事に関することが計 21.0％（「芸能公演等イベ

ントの充実」「講座・ワークショップの充実」「子ども向けの催し物の充実」「外国人

向けの催し物の充実」）、バリアフリーに関することが計 11.7％（バリアフリー対応、

園路整備）となっています。

　　　（ク）これまで利用しなかった理由

　これまで利用しなかった理由として圧倒的に多かったのは「知らなかった」

（70.7％）でした。その他には「暑い、または寒い」「上り下りがきつい」「遠い、ま

たは交通が不便」という環境的な理由が計 17.8％、「開催しているイベント・展示に

興味がない」「子ども連れに向かない」という事業的な理由が計 3.9％となりました。

　（2）関連する主な施策・法令
　民家園方針は、「川崎市総合計画」をはじめ関連する施策との整合を図り、さらには関

連する各法令に基づいて策定を進めました。

　　ア　関連する施策
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　　　（ア）「川崎市総合計画第 3期実施計画」（令和 4〔2022〕年 3月）

　「施策４- ８- ２　市民の文化芸術活動の振興」の「3　施策の方向性」に「誰もが

文化芸術に触れ、参加できる環境づくりの推進」や「市制 100 周年や社会変容を見

据えた、地域資源を活用した多様な文化芸術活動の推進」等が掲げられ、「6　計画

期間の主な取組」として日本民家園管理運営事業の項には、展示、教育普及、広報、

保存、調査研究、他館との連携、管理施設の計画的補修の他、「（仮称）川崎市立日本

民家園運営基本方針」の策定が記載されています。

　　　（イ）「かわさき教育プラン第 3期実施計画」（令和 4〔2022〕年 3月）

　「基本政策Ⅷ　文化財の保護・活用と魅力ある博物館づくりを進める」の「施策２

　博物館の魅力向上」に日本民家園の活動を位置付け、文化財の適切な保存・活用を

図りながら、誰にでも安全で利用しやすい博物館づくりを進めていくとともに、子ど

もたちの文化財や伝統文化への理解・興味を育むことや、外国人観光客にも対応した

展示・広報活動の充実、利便性・回遊性の向上に努めることのほか、地域に根ざした

文化芸術を活用したまちづくり等に取り組むこととしています。

　　　（ウ）「生田緑地ビジョン」（平成 23〔2011〕年 3月、令和 6〔2024〕年改訂予定）

　「基本方針２　施設の魅力を高める」、「基本方針３　効果的・効率的に管理・運営

する」で生田緑地内の各施設を位置付け、利用者のニーズを踏まえた新たなプログラ

ムや施設の更新期を契機とした新たな学芸活動等の導入を検討することや、市民団体・

ボランティア等との協働の取組を進めることのほか、施設間や施設と緑地との連携の

強化、民間活力の導入による管理運営の効率化を図ること等に取り組むこととしてい

ます。なお、同ビジョンは令和 6（2024）年に改訂が予定されていますが、取組の

方向性として緑地との融合や各施設との一体的な魅力向上について引き続き進めてい

くこととなっています。

　　　（エ）「新・かわさき観光振興プラン」（平成 28〔2016〕年 2月）

　「戦略２．『生田緑地』の観光強化」に生田緑地と緑地内の各施設を位置付け、地域

資源との連携によって市域全体を巻き込みながら、首都圏から国内、海外まで多様な

観光ニーズに応える広域観光の魅力づくりを図り、生田緑地の観光価値を磨くことと

しています。この中で日本民家園は、他館とも連携しながら、外国人をターゲットと

した伝統芸能の公演、日本文化の体験などにより新たな顧客開拓に取り組むこととし

ています。

　　　（オ）「第２期川崎市文化芸術振興計画（改定版）」（平成 31〔2019〕年 3月）

　「基本目標１　文化芸術や地域の特性・資源を活かしたまちづくり」、「基本目標３

　市民が文化芸術に触れる環境・活動できる環境の整備」に博物館施設を位置付け、
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子ども連れの方、高齢者、障害のある方等にも身近に文化芸術に触れていただける機

会を提供すること、施設の長寿命化や安全性の確保、魅力の増進等のため、中長期の

修繕計画に基づき、計画的な修繕を行っていくことなどに取り組むこととしています。

　※第 3期計画は令和 6（2024）年 3月策定予定。

　　　（カ）「川崎市文化財保存活用地域計画」（令和 6〔2024〕年 3月策定予定）

　目指すべき都市像を「文化財が人をつなぎ、地域を守り育むまち」とし、基本方針「文

化財の魅力をいかしたまちづくり」のためのテーマ（関連文化財群）の 1つとして「日

本民家園と里山の風景」が掲げられています。この他にも基本方針「文化財の価値の

共有と継承」では「有形文化財の保存修理」や「防災対策の実施・防災力の向上」等

が項目として掲げられており、日本民家園の文化財もこの中に位置付けられていくこ

ととなります。

　　イ　関連する法令等
　　　（ア）「博物館法」（昭和 26年法律第 285 号）

（設置及び運営上望ましい基準）

第八条　文部科学大臣は、博物館の健全な発達を図るために、博物館の設置及び運営

上望ましい基準を定め、これを公表するものとする。

（登録）

第十一条　博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在

する都道府県の教育委員会（当該博物館（都道府県が設置するものを除く。）が指定

都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指

定都市をいう。以下同じ。）の区域内に所在する場合にあつては、当該指定都市の教

育委員会。第三十一条第一項第二号を除き、以下同じ。）の登録を受けるものとする。

（登録の申請）

第十二条　前条の登録（以下「登録」という。）を受けようとする者は、都道府県の

教育委員会の定めるところにより、次に掲げる事項を記載した登録申請書を都道府県

の教育委員会に提出しなければならない。

一　登録を受けようとする博物館の設置者の名称及び住所

二　登録を受けようとする博物館の名称及び所在地

三　その他都道府県の教育委員会の定める事項

２　前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　館則（博物館の規則のうち、目的、開館日、運営組織その他の博物館の運営上必

要な事項を定めたものをいう。）の写し

二　次条第一項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類
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三　その他都道府県の教育委員会の定める書類

（登録の審査）

第十三条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれに

も該当すると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。

一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当す

ること。

イ　地方公共団体又は地方独立行政法人

ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（イに掲げる法人並びに国及び独立行

政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独

立行政法人をいう。第三十一条第一項及び第六項において同じ。）を除く。）

（１）　博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。

（２）　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な

知識又は経験を有すること。

（３）　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。

二　当該申請に係る博物館の設置者が、第十九条第一項の規定により登録を取り消さ

れ、その取消しの日から二年を経過しない者でないこと。

三　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制

が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委

員会の定める基準に適合するものであること。

四　学芸員その他の職員の配置が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要

なものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。

五　施設及び設備が、第三条第一項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして

都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。

六　一年を通じて百五十日以上開館すること。

２　都道府県の教育委員会が前項第三号から第五号までの基準を定めるに当たつて

は、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。

３　都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経

験を有する者の意見を聴かなければならない。

　　　（イ）「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」

　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 23年 12月 20日文部科学省告示第 165 号）

（趣旨）

第一条　この基準は、博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号）第八条の規定に

基づく博物館の設置及び運営上の望ましい基準であり、博物館の健全な発達を図るこ

とを目的とする。

2 博物館は、この基準に基づき、博物館の水準の維持及び向上を図り、もって教育、
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学術及び文化の発展並びに地域の活性化に貢献するよう努めるものとする。

（基本的運営方針及び事業計画）

第三条　博物館は、その設置の目的を踏まえ、資料の収集・保管・展示、調査研究、

教育普及活動等の実施に関する基本的な運営の方針（以下「基本的運営方針」という。）

を策定し、公表するよう努めるものとする。

2 博物館は、基本的運営方針を踏まえ、事業年度ごとに、その事業年度の事業計画を

策定し、公表するよう努めるものとする。

3 博物館は、基本的運営方針及び前項の事業計画の策定に当たっては、利用者及び地

域住民の要望並びに社会の要請に十分留意するものとする。

　　　（ウ）「文化財保護法」（昭和 25年法律第 214 号）

（文化財保存活用地域計画の認定）

第百八十三条の三　市町村の教育委員会（地方文化財保護審議会を置くものに限る。）

は、文部科学省令で定めるところにより、単独で又は共同して、文化財保存活用大綱

が定められているときは当該文化財保存活用大綱を勘案して、当該市町村の区域にお

ける文化財の保存及び活用に関する総合的な計画（以下この節及び第百九十二条の六

第一項において「文化財保存活用地域計画」という。）を作成し、文化庁長官の認定

を申請することができる。

２　文化財保存活用地域計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。

一　当該市町村の区域における文化財の保存及び活用に関する基本的な方針

二　当該市町村の区域における文化財の保存及び活用を図るために当該市町村が講ず

る措置の内容

三　当該市町村の区域における文化財を把握するための調査に関する事項

四　計画期間

五　その他文部科学省令で定める事項

３　市町村の教育委員会は、文化財保存活用地域計画を作成しようとするときは、あ

らかじめ、公聴会の開催その他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる

よう努めるとともに、地方文化財保護審議会（第百八十三条の九第一項に規定する協

議会が組織されている場合にあつては、地方文化財保護審議会及び当該協議会。第

百八十三条の五第二項において同じ。）の意見を聴かなければならない。

４　文化財保存活用地域計画は、地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法

律（平成二十年法律第四十号）第五条第一項に規定する歴史的風致維持向上計画が定

められているときは、当該歴史的風致維持向上計画との調和が保たれたものでなけれ

ばならない。

５　文化庁長官は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その文化

財保存活用地域計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、そ
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の認定をするものとする。

一　当該文化財保存活用地域計画の実施が当該市町村の区域における文化財の保存及

び活用に寄与するものであると認められること。

二　円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。

三　文化財保存活用大綱が定められているときは、当該文化財保存活用大綱に照らし

適切なものであること。

６　文化庁長官は、前項の認定をしようとするときは、あらかじめ、文部科学大臣を

通じ関係行政機関の長に協議しなければならない。

７　文化庁長官は、第五項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を当該認定を申請

した市町村の教育委員会に通知しなければならない。

８　市町村の教育委員会は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく、当該通知に係る

文化財保存活用地域計画を公表するよう努めなければならない。

　　　（エ）「川崎市立日本民家園条例」（昭和 42年 3月 23日条例第 19号）

（趣旨）

第１条　この条例は、市民の教育、学術及び文化の発展に寄与するため、川崎市立日

本民家園の設置並びに管理及び運営について必要な事項を定めるものとする。

（事業）

第３条　川崎市立日本民家園（以下「民家園」という。）は、おおむね次に掲げる事

業を行なう。

( １)　古民家を移築し、復元し、及び保存すること。

( ２)　前号のほか、日本民族の伝統的生活文化に関する資料を収集し、保管し、及び

展示すること。

( ３)　古民家その他の民家に関する資料（以下「民家園資料」という。）に関する専門的、

技術的調査研究を行なうこと。

( ４)　講演会、講習会、研究会、展示会等を主催し、及びその開催を援助すること。

( ５)　郷土芸能及び特殊習俗行事の公演を行なうこと。

( ６)　民家園資料に関する解説書、調査研究報告書等を刊行し、及び広報活動を行な

うこと。

( ７)　学校その他の教育機関又は諸文化施設と協力し、その活動を援助すること。

( ８)　他の博物館と連絡し、協力し、刊行物及び情報の交換、民家園資料の相互貸借

等を行なうこと。


